
 

 

Ⅰ．調査概要 

 

１．事業の目的 

スポーツ基本法（2011 年 8 月施行）において、「スポーツは、障害者が自主的かつ積極的にスポーツを

行うことができるよう、障害の種類及び程度に応じ必要な配慮をしつつ推進されなければならない」と障害

者スポーツに関する基本理念が掲げられた。本事業では、地域における障害者のスポーツ・レクリエーシ

ョン環境の実態について把握し、健常者と障害者が一体となったスポーツ・レクリエーション活動を地域住

民がさらに享受するための方策や目標設定の検討に活用することを目的とする。 

 

２．調査の内容 

（１）地方自治体の障害者スポーツ振興に関する調査 

都道府県と市区町村の「障害者スポーツ担当部署」を対象に主たる障害者スポーツ部局、施設やプロ

グラムなどのサービスの実態、ニーズの把握状況など、障害者スポーツ行政全般を調査 

（２）障害者スポーツ施設に関する調査 

障害者スポーツ施設114ヵ所を対象に、所有施設、利用者数、有資格指導者配置状況、指定管理者制

度導入状況、プログラム等の提供状況など、障害者スポーツ施設の実態を調査 

（３）総合型地域スポーツクラブの障害者スポーツ振興に関する調査 

全国の総合型地域スポーツクラブ 1,840 ヵ所を対象に、障害者の参加状況や、障害者が参加できるプ

ログラムの有無、障害者を指導できる指導者の配置状況などの実態を調査 

（４）障害者スポーツ指導者に関する調査 

日本障害者スポーツ協会公認指導者21,924人を対象に、日本障害者スポーツ協会が実施した調査デ

ータを二次分析し、資格の種類別、性別、年代別、地域別など、さまざまな視点から指導者の実態を把握 

 

３．事業の実施体制 

障害者スポーツに関わる関係団体や有識者等で構成される調査検討会議委員会を設置。全4回の

調査検討会議を開催した。 

 

（１） 調査検討会議委員会 委員 

委員長 藤田 紀昭 同志社大学 スポーツ健康科学部 教授 

委 員 内田 若希 九州大学 健康科学センター 講師 

〃  大日方 邦子 電通パブリックリレーションズ シニア・コンサルタント 

〃  加藤木 紳克 神奈川県教育委員会 教育局生涯学習部スポーツ課  

競技スポーツグループ グループリーダー 

〃  小久保 信幸 日本レクリエーション協会レクリエーション支援者育成チーム 

マネージャー 

〃  澤江 幸則 筑波大学 体育系 准教授 

〃  高山 浩久 東京都障害者スポーツ協会 地域スポーツ振興室 室長 

〃  水原 由明 日本障害者スポーツ協会 養成研修部 次長 

〃  渡邉 一利 笹川スポーツ財団 常務理事 

 

－ 1 －



 

 

（２） 調査検討会議の開催 

① 第1回調査検討会議： 

委員：8名 

期日：平成24年5月15日（火）10：00～11：50  

会場：笹川スポーツ財団会議室 

 

② 第2回調査検討会議 

委員：8名 

期日：平成24年7月25日（水）14：00～16：00 

会場：笹川スポーツ財団会議室 

 

③ 第3回調査検討会議 

委員：8名 

期日：平成24年11月12日（月）17：00～19：00 

会場：笹川スポーツ財団会議室 

 

④ 第4回調査検討会議 

委員：6名 

期日：平成25年3月29日（金）10：00～12：00 

会場：笹川スポーツ財団会議室 
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